
Title 成長企業におけるビジネス·システムの検証:ビジネス·システムに創造されるシステム·コンピタンス

Author(s) 坂本, 英樹

Citation 經濟學研究, 47(4), 219-227

Issue Date 1998-03

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/32102

Type departmental bulletin paper

File Information 47(4)_P219-227.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



経済学研究 47-4
北海道大学 1998.3

<研究ノート>

成長企業におけるビジネス・システムの検証
一一一ビジネス・システムに創造されるシステム・コンピタンス

坂本英樹*

1.研究目的

ベンチャー企業が成長を遂げた背景として，

経営環境の革命的な変化が存在する。時代の変

化は，現代の多くの企業や組織に，過去の成功

体験に根ざした知識体系だけでは解決できない

多くの問題をもたらした九こうした環境で，

組織には，従来の硬直した組織パラダイムの解

体と，それに変わりうる，より創造的なパラダ

イムの構築が不可欠となってきた。わが国にお

ける，多数のベンチャー・ビジネスの創造とそ

の後の成長は，彼らがこうしたパラダイム・シ

フトにいち早く対応してきた現実を，端的に物

語っている。

それでは，新たなノfラダイムを構築したベン

チャー企業は，具体的にどのような「革新Jを

実現したのか。かれらは，そのビジネス・シス

テムの中に革新性を組みこみ，それらをコア・

コンビタンスとすることによって，事業成長を

遂げてきたと考えることができる。本稿では，

顕著な成長を続けるベンチャ一企業に対する事

例研究をとおして，革新的ビジネス・システム

の事業展開における具体的な実践過程を検証す

る。

*著者は，日本学術振興会の特別研究員。

1) J. G.， Connie (1991)は，革新的変革理論
CRevolutionary Change Theories)の中で，
不連続の均衡パラダイムを提唱し，既存のパラ
ダイムでは解決不可能な状況に直面したとき，
パラダイムの革新が生起するとした。

2. ビジネス・システムの理論的整理

(1)ビジネス・システム

成長企業は，企業独自の経営コンセプトの下

で， ビジネスのアイデアを事業化する。そうし

て構築されるのがビジネス・システムである。

ビジネス・システムとは，事業活動を成立させ

るための仕組みである。広義には，製品・サー

ビスがゼロからつくられ，最終顧客に届くまで

のプロセスである。そして， ビジネス・システ

ムは，大きく製品の研究開発，事業戦略，販売

促進などの事業展開のフ。ロセスと，組織形態，

人材の管理，育成，経理部門などの組織運営の

プロセスにわけられる。 Kotler(1994)は，こ

れらの過程を，マーケティング・マネジメント・

プロセスとして，詳細な説明をおこなっている。

図1は， Kotler (1994)の提示したマーケテイ

ング・マネジメント・プロセスである。

Kotler (1994)の提;示した， 5つのマーケティ

ング・マネジメント・プロセスでは，以下の内

容が説明されている。最初に，マーケティング

機会の分析には，マーケティング情報システム

(MIS) ，マーケット・リサーチ，市場環境の分

析，消費者市場と購買行動の分析， ビジネス・

マーケットと組織体の購買行動の分析，競争の

分析が含まれる九そして，市場機会の分析と

は，人口統計的，経済的，物理的，技術的，政

治的，法的，社会的，文化的環境といったマク

2) P.，Kotler， (1994)， pp.123-243. 
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図1 マーケティング・マネジメント・プロセス

プログラムの立案

出典:Kotler，(1994)，p.95. 

ターゲ、ツト市場

調査と選定

ロ環境と，家庭，企業などのミクロ環境の分析

である3)。

ターゲット市場調査と選定には，市場需要の

測定と予測，市場細分化とターゲット市場の選

択が含まれる九標的市場の選定手順であるが，

消費者市場のセグメンテーションをおこなうと

きに用いられる一般的な変数は，地理的，人口

統計的，心理的特性などの消費者特性と，追求

便益，購買契機，ブランド，ロイヤルティなど

の製品への消費者の反応があげられる。また，

生産財市場のセグメンテーション基準には，消

費者市場で用いられる基準に，狙うべき技術，

使用頻度，サービスの多寡といった営業変数，

品質志向か，サービス志向か，価格志向かといっ

た購買決定基準，緊急性，受注量などの状況要

国変数などがくわわる九

つぎに，マーケティング戦略の立案には，ポ

ジショニング戦略，新製品開発戦略，製品ライ

フサイクルとマーケティング戦略，マーケット・

リーダー，チャレンジャー， フォロアーそして

ニッチャーの競争戦略，ならびにグローパル市

場のためのマーケティング戦略が含まれる九

そして，マーケティング・プログラムの立案

3) lbidem， pp.94-96. 

4) lbidem， pp.244-291. 

5) lbidem， pp.270-281. 

6) lbidem， pp.292-430. 

には， ビジネス・システムのもつ 2つの側面，

すなわち事業展開と組織運営の両側面が含まれ

る。事業展開の側面としては，製品ラインとブ

ランド，パッケージング，サービスならびに価

格に関する意思決定，マーケティング・チャネ

ルの選択，小売・卸売業のマネジメントと物流

システム，コミュニケーションとプロモーショ

ン・ミックス戦略，広告，ダイレクト・マーケ

ティング，販売促進とパブリック・リレーショ

ンズに関する意思決定，販売力がある円。価格

の設定には，いくつかの目標基準がある。売上

数量の最大化を目標とした市場浸透価格設定，

上層吸収最大化を目標とするスキミング価格設

定，製品の品質リーダーになることを目標とし

た価格設定などが代表的である九また，販売

促進は，短期的な消費者と取引業者間の需要刺

激を喚起するためにおこなわれる，多様なイン

センティブ・ツールから構成されているの。こ

れに対し，広告は，提供企業名を明らかにした

有料媒体をとおしておこなわれる，アイデア，

商品，サービスの非人格的な説得であるとされ

るl九両者の特徴は，広告が購入の理由を提供

するのに対して，販売促進は購入への誘因を提

7) lbidem， pp.431-556， 595-715. 
8) lbidem， pp.488-493. 
9) lbidem， pp.664-666. 

10) lbidem， p.627 
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供することである。そして，販売促進は，広告

と比べて，その効果は長期間継続しないと考え

られている。

組織運営の側面からは，小売業，卸売業，物

的流通システム，そしてマーケティング組織が

説明されているヘ小売業，卸売業，物的流通

システムでは，小売業，卸売業のタイプ，形態，

マーケティング組織では，組織形態，業務機能

と組織，マーケットと組織形態等について論じ

られる。コンビニエンスストア， フランチャイ

ズ組織などは，小売業のタイプであり，機能別

組織，地域別組織5事業部制などは，マーケティ

ング組織に含まれる。

最後に，こうしたマーケティング・マネジメ

ント・プロセスの実行とコントロールが説明さ

れるヘ以上の過程は，すべて，製品・サービ

スがゼロからつくられ，最終顧客に届くまでの

プロセスであり， ビジネス・システムを構成す

るファクターである。

(2)ビジネス・システムの革新性

成長企業は， こうしたビジネス・システム

(マーケティング・マネジメント・プロセス)

にイノベーションをくわえ，これまでにはなかっ

た新たなシステムを構築していると考えること

ができる。 March=Simon(1958)は，イノベー

ションを 1つのプロセスとして捉え，組織に

おける行為主体の実行プログラムの変換過程と

して説明したへそして， Abernathy=Utter-

back (1978)は，産業ならびに企業において，

イノベーションは，プロダクト・イノベーショ

ンからプロセス・イノベーションへと移行する

ことを明らかにした凶。また Davenport

(1993)は，フ。ロセスとは，時間と場所を横断

11) Ibidem， pp.653-683， 716-740. 
12) Ibidem， pp.716-766 
13) J. G.，March， & H. A.，Simon， (1958)を参
照した。

14) W.J.，Abernathy， & J.N.，Utterback， 
(1978)を参照した。

し，始めと終わり，および明確に認識されるイ

ンプットとアウトプットをもっ活動の特定の順

序であるとする。そのうえで， ビジネスをプロ

セス的に見ることによって，視点の革命的変化

が起こり，イノベーションが実現するとしてい

る問。さらに， Clark (1987)は，イノベーショ

ンとは改善や強化ではなく，崩壊であり破壊で

あるとする1的。以上のように，革新とは，既存

のビジネス・システムでは満足させることので

きなかった要求を達成できるように，工程技術

や製品技術を変化させることである。したがっ

て，イノベーションの影響は，既存の生産能力

の価値を引き下げ，また極端な場合には，既存

のシステムを時代遅れのものとしてしまうこと

でもある。すなわち，イノベーションとは，新

しい技術やノウハウの獲得のみを意味する概念

ではない。既存の技術の応用，連結，あるいは，

ある業種で確立された技術を，ほかのビジネス・

フィールドにもちこむことによって，既存のシ

ステムの非効率性を変革することもイノベーショ

ンと考えることができる。中古車流通市場に，

通信衛星を利用した情報ネットワークを導入し

て，衛星通信中古車オークション・システムを

構築したオークネット 17)などが，そのよい事例

である。

(3) "システム・コンビタンス"の提示

1980年代以降，経営学では，企業が競合他社

との競争に勝ち残っていくためには，事業に必

要な物理的経営資源のほかに，組織としての中

核能力が必要であるという考え方が広まってき

た。 Hitt=Ireland(1985) は， この能力を

Corporate Distinctive Competenceとした。

同様に， Klein (1991)は， これを Corporate

Skills and Metaskills，そしてHamel(1994) 

は， Core Competenceと呼んだ。そして，最

15) T. H.，Davenport， (1993)， p.15. 
16) K.， Clark， (1987)を参照した。
17)坂本， (1997)を参照。
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図2 MS社の販売実績
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(注〉作成資料:MS社会社案内

近の野中=紺野(1995)の研究では，こうした

コア・コンビタンスを，組織成員の知，技術そ

のものの開発力，知財と呼ぶべき知的経営資源

を体系的に展開できる組織的知識，能力である

としている則。

現実の成長企業をみると，新しい技術やスキ

ル，ノウハウを事業のシステムとして構築し，

そのビジネス・システムを基盤として，競合他

社との聞に競争上の優位性を創りだしていると

考えることができる。各企業のもつ中核能力は，

そのビジネス・システム(マーケティング・マ

ネジメント・プロセス)の中に具現化されてい

るのである。本稿では，こうしたビジネス・シ

ステムに蓄積されたコア・コンビタンスを，

"システム・コンピタンス (SystemCompete-

nc巴)"と呼ぶことにする。

これまでのビジネス・システムの理論的整理

を念頭に，次節からはわが国における代表的な

ベンチャー企業の経営者に対する面接調査に基

づき，現実のベンチャー・ビジネスのビジネス・

システムに関する検証をおこなう。

18)野中郁次郎・紺野登， (1995)， pp.1-5。

3.事例研究l-MS社叫ー

建設省が8月31日に発表した1997年6月の新

設住宅着工戸数は，前年同月比11.6%減の12万

842戸で 6カ月連続で前年同月実績を下回っ

た。消費税引き上げを前にした駆け込み需要の

反動もあって，季節調節済みの年率換算値でも，

133万9，416戸という低水準であった。こうした

住宅産業全体を覆う厳しい経営環境の中でも，

外的環境に影響されず着実に成長を続ける企業

がMS社である。本稿では，最初に，札幌に本

社をおく庖頭登録企業MS社を検証する。

(l)MS社の概要

MS社は， 1974年の会社設立以来，設計，資

材調達，建築，物件引き渡し後の管理までを自

社一貫体制でおこなうことによって実現される，

ハイクオリティ・ロープライス戦略によって急

成長を遂げ， 1994年12月に株式庖頭登録を果た

19) MS社に対する面接調査は，北海道大学経済学
部黒田重雄教授に随行しておこなわれた。
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した。同社は， 1991年には旭川地区，そして

1995年には札幌で，新規マンション供給の第1

位となっている。

管理部門担当の常務取締役I氏は， MS社の

物件の特徴を次のように語ってくれた。

「他社は例外なく個性のある住宅を販売してき

た。たとえば，大理石の玄関であるとか個別の

壁紙といったものです。しかし，見た自に美し

い壁紙はコストも高く， しかも耐久性が低い。

それと比べて，わが社の壁紙は個性がないかも

しれないが， 30年は耐用できて， しかも大量仕

入れによって低コストですむ。品質の悪い物件

を提供するのではなく，あくまでもハイクオリ

ティの物件を廉価で提供するために，実需を追

求しています。」

MSネ士は，ハイクオリティ・ロープライスの

物件を建築するとともに，その物件を年収350

万円のサラリーマン世帯が購入できる仕組みを

提案している。札幌では， 30歳前半のサラリー

マン世帯で，平均約6万円から 8万円の賃料を

支払っている。そこで同社は，そうした賃料と

同水準以下の支払いで持ち家を取得できるロー

ンの仕組みを提案した。たとえば， 3 LDK， 

2，000万円の物件では， 自己資金5万円，毎月

返済額約3万円(ボーナス時約16万5，000円)

で自宅を取得できる。

この仕組みは，住宅金融公庫のゆとり返済方

式と，取引銀行との提携ローンの組み合わせを

利用することによって可能となる。借り入れ6

年目以降の返済額は若干上がることになるが，

そのときには，借り主の年収も増加しており，

無理のない借入金返済が保証される。

(2)MS社のビジネス・システム

住宅販売業者は，土地を取得し，その上に建

物を建築して売る。通常の業者は，資材業者，

エレベータ製造業者， ドア製造業者などに，各

資材，部品，製品を発注して建築をすすめる。

物件販売時には，釘や材木，鉄筋，コンクリー

トといった資材， ドアなどの部品，エレベータ

などの製品のコストに，建築費と土地のマージ

ンを乗せて販売価格を設定する。

それに対してMS社は，全く逆の価格設定プ

ロセスを採用している。すなわち，顧客が購入

できる価格をはじめに設定する。その上で，建

築コストを勘案して建築場所を選定する。競合

他社と決定的に違うのは，土地にマージンを乗

せないことである。そして，仮にコストが当初

の設定価格をオーバーするときには，取引業者

と折衝して資材の納入コストを引き下げてもら

う。ただし，両者の関係は， 日本の伝統的な企

業慣行である

とは違う。両者の関係はあくまでも対等である。

営業担当の常務取締役N氏は次のように説明す

る。

「うちの会社は浮気をしない。一旦取引を開始

したら半永久的に取引を継続する。今では業者

との聞に信頼関係が構築されており，業者はトー

タルでの利益で取引を考えてくれています。」

また，建築工程の管理は釘l本にいたるまで，

本社で管理するシステムを採用している。建築

現場では， 3人から 5人で工事工程のみを管理

すればよいことになる。これによって，時間の

コストが大幅に圧縮される。こうしたビジネス・

システムによって，札幌のマンションの坪単価

が例外なく 100万円以上であるのに対し， MS 

社の坪単価は平均70万円台である。

もう 1点注目に値するのが， MS社の販売す

る物件の管理費の安さである。同社は管理会社

を内部化することによって，管理費を従来の全

国平均である 3万円台から 1万円弱に引き下

げている。 I氏は次のように説明してくれる。

「札幌のマンションの管理費は，全国一安いん

です。その先導役となったのがわが社で，現在

では，ほとんどの業者が追随しています。」

MS社は，バブル景気に踊らされることなく，

一貫してハイクオリティ・ロープライス戦略を

実行してきた。その結果として，抱える在庫は

ゼロであり，新潟をはじめ同社の戦略に適合す

る土地を照準に，全国展開も順調である。
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4.事例研究2一株式会社ギャガ・コミュニケー

ションズ町一

(1)事業の概要

ギャガ・コミュニケーションズは， 1986年，

藤村哲哉氏によって設立された"総合映像産業"

である。同社は，ホームビデオに映画(当初は

ハリウッド映画)を流通させる仕組みを日本で

最初に構築した。これまで，日本における映画

の配給は，邦画の全国規模の劇場公開チェーン

を実質的に独占する東宝，松竹，東映に日本へ

ラルドを加えた四社体制が続いてきた。

氏が取り扱った映像のビデオ化版権は，一種

のライセンスであり，映像原盤の使用許諾権で

ある。氏は，当初， Iローマの休日J，Iフラン
ケンシュタイン」といったハリウッドの名作映

画のライセンスを買い付け，圏内ビデオメーカー

に売却することによって急成長を遂げた。映画

業界の松竹富士，東宝東和，東映といった老舗

企業では，映画配給の王道はロードショーと考

えられており，かれらは， こうした事業には関

心を示さなかった。

この時期， ビデオ業界にVHS方式と β方式
が登場し，世界的な規模でビデオデッキが普及

していった。こうした環境下，同社は手に入れ

た洋画のビデオ化版権を，当時から流行を始め

たレンタルビデオ・ショップを通じて流通させ

るという全く新しいビジネス・システムを構築

し，洋画の流通に新たな市場を開拓した。

しかしながら，映像のライセンス契約は，

ニマム・ギャランティーを支払って一定期間の

使用許諾権を得る仕組みであり，大手企業の業

界参入によって， 1988年頃からライセンス仲介

業務に限界が見え始める。その点，映画に直接

投資すれば，興行権をはじめとして衛星放送，

20)株式会社ギャガ・コミュニケーションズに対す

る面接調査は，北海道大学経済学部寺本義也教

授に随行しておこなわれた。

テレビ放映， CATVなどその作品に関するす
べての権利を得ることができる。しかし，当然

の結果としてその投資リスクは大きくなる。こ

うした背景の中，同社は複数の企業とコンソー

シアムを組んで， リスクの分散を図りながら映

像へ投資するシステムのプロテ、ユースを推進し

ている。

(2)ギャガ・コミュニケーションズのビジネス・

システム

ギャガ・コミュニケーションズの構築した代

表的なシステムは， ビデオを媒体とした映画流

通システムの創造であった。その後の事業の成

長にともなって，同社は，映画の制作，配給事

業に進出した。そして，同社は，ここでも販売

促進，広告戦略において注目すべきビジネス・

システムを構築している。流通の仕組みとして

は，映像の製作・流通の大同団結を目指して，

日本最大のビデオ販売・レンタルの居舗網をも

っカルチュア・コンビニエンス・クラブ(以下

CCC)と映像作品の共同プロモーションで提携

した。また，販売促進の手段として，業界とし

ては初めてコンビニエンス・ストアでのプロモー

ションを始めた。サンクスアンドアソシエイツ

の展開するコンビニエンス・ストア「サンクス」

で，映画の予告編を流すとともに，庖頭での前

売り券の販売を開始したのである。さらに，業

態を超えた提携として，ソフトパンクと業務提

携し，映画の宣伝用 CD-ROMをソフトパンク

が発行するパソコン専門誌の付録として添付し

た。同様に，日本IBMと提携し，同社が開発

したノfーソナノレ・コンビュータ「アプティパ」

の付録として映画のデモンストレーション CD-

ROMを提供した。そして，マルチ・メディア

時代に対応して，パソコン通信サービス「ニフ

ティ・サーブ」での情報提供・商品販売を始め

ると同時に，自社のホーム・ページでの情報提

供・商品販売をおこなっている。

このように，ギャガ・コミュニケーションズ

は，新しいビジネス・システムにもとづく販売



1998.3 成長企業におけるビジネス・システムの検証坂本 225(845) 

プロモーションを展開し，成長を続けてきた。

1995年，ギャガ・コミュニケーションズはアメ

リカの独立系映画製作・配給の最大手企業であ

るニューライン・シネマが，今後2年間で公開

する全作品の日本における配給， ビデオ化，テ

レビ放映等の全権利を取得した。最近では，マ

ルチ・メディア社会の到来による映像チャネル

の多様化がもたらしたメディア・コンテンツの

慢性的な不足に対応するために，アニメーショ

ン， vシネマの製作も手掛け成功を収めている。
1996年の 1月から 4月までの調査では，松竹富

士，東宝東和，東映，さらにはアメリカのメジャー

な配給会社との競争の中で，配給シェアで第3

位を記録した。 1986年に設立された同社は，設

立11周年を迎え，映画配給におけるメジャーな

「独立系」企業としての地位を確立している。

5. システム・コンビタンスの検証

本節では， MS社とギャガ・コミュニケーショ

ンズのシステム・コンビタンスを検証する。

(l)MS社のシステム・コンピタンスの検証

MS社は，ハイクオリティ・ロープライスの

価格設定をおこない，低所得者層にも購入でき

る家屋の提供を可能にする販売システムを構築

した。企画から設計，資材調達，建築，販売，

管理までの徹底した自社一貫体制の構築等によっ

てハイクオリティ・ロープライスを実現したの

である。販売に際しては，低所得層が持ち家を

購入できるローンの仕組みを提供してきた。さ

らには，物件引き渡し後も管理費に負担をかけ

ない仕組みを構築した。こうしたすべての仕組

みが揃って，はじめて顧客に無理がなく，物件

購入後も満足してもらえる環境が整う。ハイク

オリティ・ロープライスの物件が提供できても，

顧客の資金調達，その後の無理のない返済が保

証されなければ，顧客は商品を購入することは

ない。

MS社が，短期間で顕著な成長を遂げてきた

背景には，住宅産業本来の，建築して資金のあ

る顧客に売るという考え方を根底から覆し，顧

客の資金調達から，その後の返済負担の軽減ま

でを視野に入れた一連のビジネス・システムの

構築が鍵となった。同社はビジネス・システム

に，価格設定と販売システムの革新性を組みこ

むことによって，それらを組織的知識，能力と

して，事業展開，組織運営をおこなっていくこ

とに成功したのである。 MS社の1996年度の営

業実績は，売上高163億7，100万円，経常利益4

億3，600万円，売上高経常利益2.66%と，不振

が続く建設業界の中で堅調に成長している。

(2)ギャガ・コミュニケーションズのシステム・

コンビタンスの検証

ギャガ・コミュニケーションズネ士は，ホーム・

ビデオに映画を流通させるシステムを創造した

企業である。このシステムをコアに，映画への

直接投資システムを構築するなど，その事業活

動領域を拡げている。同社のビジネス・システ

ムの革新性は，販売促進システム，広告戦略に

も現れている。日本最大のビデオ販売・レンタ

ルの居舗網をもっcccとの映像作品の共同プ
ロモーション，業界としては初めてとなるコン

ビニエンス・ストアでの広告，ソフト・パンク，

日本IBMとの業態を超えた提携等，次々と新

たな販売戦略を実行してきた。ギャガ・コミュ

ニケーションズは， ビジネス・システムに幸庁た

な映像への投資システム，販売システムと広告

戦略の革新性を組みこみ，それらを知的経営資

源として，事業展開，組織運営をおこなってい

くことに成功したのである。同社は，資本金10

億5，227万円， 1996年度売上高117億円を計上し，

1997年9月期決算をベースに，株式の居頭登録

を予定している。

6.結語

ビジネス・チャンスはいたるところに存在す

る。新事業の創造，その後の成長の出発点は，
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ビジネス環境の中から，ほかのひとが気づかな

かった新しい概念を獲得することである。事業

化とは，その中核となるアイデアを，ビジネス・

システム化することである。その過程で， ビジ

ネス・システムのいずれかのプロセスに革新性

が組みこまれ，それがシステム内に蓄積される。

そして，蓄積された革新性が，知的経営資源

(システム・コンピタンス)として事業展開，

組織運営に体系的に展開されるとき，事業は創

造され，成長を続けていくことがわかった。

ただし， ビジョンのない革新性の導入は，か

ならずしもシステム・コンピタンスを蓄積しな

いことに留意する必要がある。たとえば，新し

い市場に既存の商品をもちこむことによって，

売上高は向上するかもしれなし、。しかし，新し

く開拓したマーケットで，新商品が売れるとは

限らないのである。

MS社のシステム・コンピタンスの特徴は，

販売システムと価格設定の革新性であった。ま

た，ギャガ・コミュニケーションズのシステム・

コンピタンスの特徴は，新たな映像への投資形

態の創造，販売システムと広告戦略の革新性で

あるO 両社は，そのビジネス・システムを駆使

して事業を展開し，顕著な実績を築いてきた。

かれらは，それぞれの革新性をビジネス・シス

テムに組み込むことによって，システム・コン

ビタンスの蓄積に成功したと考えることができ

る。

MS社，ギャガ・コミュニケーションズ両社

の事例から，ベンチャー企業によって創造され

た新たなビジネス・システムがシステム・コン

ピタンスを生みだすことによって，競合他社と

の聞に競争上の優位性をもたらし，それによっ

て事業を成長に導いてきたことを読みとること

ができる。両社の事例から明らかなことは，成

長企業は，競合他社にはないシステム・コンピ

タンスを基盤に，事業活動を展開しているとい

う事実である。

(謝辞)MS社，ギャガ・コミュニケーションズ両社の

経営者との面接調査の機会をあたえてくださっ

たことに対して，北海道大学経済学部，黒田重

雄教授，寺本義也教授に，心より謝意を表した

し、。
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